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笹川 智子氏の学位申請論文を下記の審査委員会は、人間科学研究科の委嘱をう

け審査をしてきましたが、2006 年 12 月 22 日に審査を終了しましたので、ここにその結

果をご報告します。 

 

記 

 

１．申請者氏名 笹川 智子 

 

２．論文題名  子どもの社会不安に対する早期介入・予防プログラムの開発 

 

３．本文 

本研究は、子どもの社会不安に対する早期介入・予防プログラムの開発とその効果

を検討したものである。まず、本論文の概要を紹介し、次にその評価について審査結

果を報告する。 

近年、成人の社会不安障害の実態調査や治療的介入が注目を集めているが、同

時に児童青年期の社会不安に対する関心も高まりつつある。子どもは発達の過程に

おいて一時的に対人関係や他者からの否定的な評価に対して敏感になることが知ら

れているが、そうした不安が過度に高まり，適応的な行動が阻害されるとき、さまざまな

適応上の問題が引き起こされる。若年期発症の社会不安は予後が悪く、学業上・対人

関係上の困難などの社会的機能障害をもたらしやすい。このような機能障害が起こる

前に適切な介入を行うことができれば、社会不安障害の一次予防に大きく貢献できる

ことが期待される。 

 欧米では、すでに早期介入プログラムが検討されているが、本邦においては児童青

年期の社会不安に関する知見が十分に蓄積されておらず、介入技法の研究もほとん

どなされていない。特に学校等の教育機関では児童の「対人不安」が不登校などの問

題行動に結びつくケースが多く、対処困難な課題となっている。効果的な介入技法が

確立されれば学校が有力な支援提供の場となることが期待できるが、現状では社会不

安に対する体系的な介入プログラムが存在せず、教員も問題の対応に苦慮しているこ

とが指摘されている。そこで，本研究では児童期の社会不安の特徴を調査し、早期介

入・予防のための認知行動プログラムを開発することを目的とした。同時に、作成した

プログラムの学校環境における適用・維持可能性について検討したものである。 



 まず、首都圏の公立学校に通う小学５年生 592 名および中学２年生 467 名を対象に、

日本語版 Social Phobia and Anxiety Inventory for Children（SPAI-C）と、社会的場面

に関するシナリオ呈示課題による社会不安の測定を実施した。SPAI-C は、児童青年

期の社会不安を測定するために最も広く用いられている自己記入式質問紙であり、シ

ナリオ提示課題は、社会不安場面についてのシナリオに対し、その場面で浮かぶ考え

と対処を尋ねるものである。その結果，項目反応カテゴリ特性曲線(IRCCC)より中学生

では小学生よりも不安の生じる場面とそうでない場面の弁別が明確であり、全体的に

社会不安得点が高いことが示された。このことから、介入プログラムでは小学生よりも

中学生を対象とした方が高い効果が得られることが示唆された。また、社会不安の高

い子どもにおいては心拍の亢進、ネガティブな考え、社会的な場面における対処スキ

ルの欠如が顕著に見られた。これらの結果から、リラクセーション法、認知的再体制化、

社会的スキル訓練を組み合わせた認知行動介入プログラムを作成した。 

 次に，首都圏の公立 A 中学校の１年生１学級 30 名、２年生１学級 33 名を対象に、

計３回（1 回 45‐50 分）の社会不安に対する早期介入・予防プログラムを実施した。プ

ログラムは、①リラクセーション法、②社会的スキル訓練、③認知的再体制化の３技法

を中心に構成し，臨床心理学を専攻する大学院生４名によって実施した。プログラム

実施後の社会不安得点は全体として有意に減少し、ネガティブな認知にも改善が見ら

れた。日本語版 SPAI-C によって測定されたプログラム実施前の社会不安得点が平均

値の１標準偏差以上であった高不安者において、特に顕著な効果が得られた。長期

フォローアップ研究として、プログラム介入群とほぼ同数の統制群について、プログラ

ム実施後３ヶ月、６ヶ月、１年後の時点で比較した結果、高不安者の１年後の社会不安

得点において介入群で有意な改善が認められた。このことから、本研究で開発したプ

ログラムは、社会不安の低減・予防に対して有効であることが示された。 

また、プログラムの導入・維持にかかわる要因を検討するため、首都圏近郊の公立

中学校に勤務する教員 15 名を対象に質問紙調査を行った。対象者には社会不安に

関する説明文を呈示し、そうした問題を持つ子どもとの接触機会の有無、対処の困難

度と対処方法、早期介入・予防プログラムに対する興味、プログラムを実施する上での

障害など、８つの質問項目に対する回答を求めた。その結果、８割の教員が社会不安

の高い児童生徒と日常的に接しており、効果的なプログラムが提供されれば使用して

みたいと考えていることが示された。また、プログラムを実施する上での最大の障害は

授業時間を確保できないことであったが、本研究で開発した３回の介入プログラムは

学校環境の中で適用・維持可能なものであることが示唆された。 

本研究は子どもの社会不安に対する包括的な学級ベースでの介入プログラム

を開発し効果検討をしたものである。本研究の成果としては、①小学校、中学

校生徒を対象に実態調査を行い、児童期における社会不安の特徴を検討したこ

と、②その結果に基づいて早期介入プログラムを作成し効果検討をしたこと、



③短期効果だけではなく統制群をおいたフォローアップ調査による長期効果検

討をしたこと、④介入プログラム導入に当たっての学級ベースでの実現可能性

についての教員対象の調査を行ったことが挙げられる。本研究の意義としては、

有病率が 10～20％と高頻度である社会不安障害の予防的効果を持つ早期介入プ

ログラムの開発であり、学級ベースで導入されれば社会不安障害の低減に寄与

するものと期待されることである。 
学校現場でさまざまな制約がある中で統制群をおいた効果検討というエビデ

ンスを提供した本研究の成果は特筆すべきもので、社会不安障害の予防という

領域において嚆矢となる研究である。今後、さらに対象を拡大しその効果を確

立することによって、学校における学級ベースでのプログラムとして広く導入

されることが望まれる。また、社会不安の低減だけでなく、社会的スキルを向

上することによって社会適応能力を促進する上でも有用であり、学校教育の一

環としての機能も期待される。 
以上の結果より、本審査委員会は、笹川智子氏の学位申請論文「子どもの社会不

安に対する早期介入・予防プログラムの開発」は博士（人間科学）に値する研究である

との結論に至った。 
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